
○決算規模、決算収支

○歳入の状況

自主財源 （全体の47.9％）

　…市が自主的に収入することができる財源

依存財源 （全体の52.1％）

　…国や県などから交付または割り当てられる財源

平成２８年度　岩出市一般会計決算状況について

　　決算規模は、歳入歳出ともに前年度を上回りました。
　　また、形式収支（歳入歳出差引）及び実質収支（形式収支から翌年度に繰越すべき財源を控除したもの）
　は引き続き黒字となっています。

　　歳入総額は16,668,617千円となり、前年度と比較すると861,637千円、4.9％減少しています。
　　また、歳入の内、自主財源は7,985,585千円（全体の47.9％）となり、前年度と比較すると繰越金及び繰入金
　等の減少により260,504千円、3.2％減少しています。
　　一方、依存財源は8,683,032千円（全体の52.1％）となり、前年度と比較すると地方特例交付金を除くすべて
　の項目が減少し、601,133千円、6.5％減少しています。
　　なお、歳入の内訳及び前年度との比較は以下のとおりです。

市税 34.2％

5,706,737千円

分担金及び

負担金 3.9％

654,101千円

繰入金 3.9％

650,971千円

その他自主財源 5.3％

973,776千円

地方交付税 20.2％

3,358,926千円

地方譲与税等 6.2％

1,029,252千円

国庫支出金 15.4％

2,564,133千円

県支出金 6.7％

1,110,923千円

市債

3.7％

619,798

千円

平成27年度 平成28年度 増減 増減率

市 税 5,539,534 5,706,737 167,203 3.0
分 担 金 及 び 負 担 金 674,671 654,101 ▲ 20,570 ▲ 3.0
使 用 料 及 び 手 数 料 200,049 181,890 ▲ 18,159 ▲ 9.1
財 産 収 入 25,337 24,492 ▲ 845 ▲ 3.3
寄 附 金 0 120 120 皆減
繰 入 金 764,652 650,971 ▲ 113,681 ▲ 14.9
繰 越 金 833,151 547,823 ▲ 285,328 ▲ 34.2
諸 収 入 208,695 219,451 10,756 5.2

計 8,246,089 7,985,585 ▲ 260,504 ▲ 3.2

地 方 譲 与 税 121,517 121,181 ▲ 336 ▲ 0.3
利 子 割 交 付 金 18,870 13,523 ▲ 5,347 ▲ 28.3
配 当 割 交 付 金 56,860 33,314 ▲ 23,546 ▲ 41.4
株式等譲渡所得割交付金 46,257 16,628 ▲ 29,629 ▲ 64.1
地 方 消 費 税 交 付 金 822,580 761,730 ▲ 60,850 ▲ 7.4
ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 6,237 5,531 ▲ 706 ▲ 11.3
自 動 車 取 得 税 交 付 金 26,884 24,013 ▲ 2,871 ▲ 10.7
地 方 特 例 交 付 金 45,361 46,839 1,478 3.3
地 方 交 付 税 3,384,173 3,358,926 ▲ 25,247 ▲ 0.7
交通安全対策特別交付金 7,258 6,493 ▲ 765 ▲ 10.5
国 庫 支 出 金 2,805,762 2,564,133 ▲ 241,629 ▲ 8.6
県 支 出 金 1,215,542 1,110,923 ▲ 104,619 ▲ 8.6
市 債 726,864 619,798 ▲ 107,066 ▲ 14.7

計 9,284,165 8,683,032 ▲ 601,133 ▲ 6.5

17,530,254 16,668,617 ▲ 861,637 ▲ 4.9
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歳　　入　　合　　計

（単位：千円、％）

区 分

歳 入 総 額 16,668,617千円（前年度 17,530,254千円 前年度比 4.9％減）

歳 出 総 額 15,907,862千円（前年度 16,982,431千円 前年度比 6.3％減）

形 式 収 支 760,755千円（前年度 547,823千円 前年度比 28.0％増）

実 質 収 支 438,622千円（前年度 437,236千円 前年度比 0.3％増）

～歳入の主な増減要因～

・市税：固定資産税及び市民税の増

・繰入金：基金繰入の減

・配当割交付金：県内における配当所得の減少に伴う県税収入

の減

・地方消費税交付金：県内における消費税の減少に伴う県税収

入の減

・地方交付税：普通交付税の減（基準財政収入額の増）

・国庫支出金：市道新設改良事業完了による社会資本整備総合

交付金の減など

・県支出金：国体会場地市町村交付金の皆減など



○歳出の状況

○基金残高、地方債残高の状況

■基金残高の状況 　■地方債残高の状況

　　歳出総額は16,982,431千円となり、前年度と比較すると民生費及び公債費以外の歳出区分で減少し、
　1,074,569千円、6.3％減少しています。
　　なお、目的別歳出の内訳及び前年度との比較は以下のとおりです。

　　平成28年度末時点の基金残高は5,949,295千円で、前年度と比較すると262,560千円、4.6％の増とな
　りました。地方債残高は7,400,003千円で、前年度と比較すると526,666千円、6.6％の減となりました。
　　一般会計においては、基金残高は増加し、地方債の償還が進んでおり、健全な財政運営が図られ
　ています。
　　なお、過去5年間の残高の推移は以下のとおりです。
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（単位：百万円）

議会費 1.0％

151,775千円

総務費 8.0％

1,279,188千円

民生費 38.7％

6,162,791千円

衛生費 16.1％

2,564,069千円

農林業費 0.7％

108,657千円

商工費 0.9％

144,613千円

土木費 10.8％

1,711,407千円

消防費 4.1％

656,783千円

教育費 8.4％

1,334,527千円

公債費 7.8％

1,231,992千円

諸支出金 3.5％

562,060千円

平成27年度 平成28年度 増減 増減率

172,977 151,775 ▲ 21,202 ▲ 12.3
1,502,431 1,279,188 ▲ 223,243 ▲ 14.9
5,875,800 6,162,791 286,991 4.9
2,581,142 2,564,069 ▲ 17,073 ▲ 0.7

126,954 108,657 ▲ 18,297 ▲ 14.4
489,246 144,613 ▲ 344,633 ▲ 70.4

1,922,855 1,711,407 ▲ 211,448 ▲ 11.0
657,466 656,783 ▲ 683 ▲ 0.1

1,491,609 1,334,527 ▲ 157,082 ▲ 10.5
0 0 0 -

1,215,248 1,231,992 16,744 1.4
946,703 562,060 ▲ 384,643 ▲ 40.6

0 0 0 -

16,982,431 15,907,862 ▲ 1,074,569 ▲ 6.3

区 分

議 会 費

歳 出 合 計

（単位：千円、％）

消 防 費
教 育 費
災 害 復 旧 費
公 債 費
諸 支 出 金
予 備 費

総 務 費
民 生 費
衛 生 費
農 林 業 費
商 工 費
土 木 費

市税 34.2％

5,706,737千円

分担金及び

負担金 3.9％

654,101千円

繰入金 3.9％

650,971千円

その他自主財源 5.3％

973,776千円

地方交付税 20.2％

3,358,926千円

地方譲与税等 6.2％

1,029,252千円

国庫支出金 15.4％

2,564,133千円

県支出金 6.7％

1,110,923千円

市債

3.7％

619,798

千円

～歳出の主な増減要因～

・総務費：紀の国わかやま国体完了による減

・民生費：障害者総合支援給付等の社会保障関係経費の増

・衛生費：国民健康保険特別会計繰出金の減

・商工費：根来寺周辺観光拠点整備事業完了による減

・土木費：市道押川根来線新設改良業完了によるの減

・公債費：繰上償還額の減

・諸支出金：基金積立金の減

基金残高 5,949,295千円（前年度 5,686,735千円 前年度比 4.6％増）

地方債残高 7,400,003千円（前年度 7,926,669千円 前年度比 6.6％減）
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○市民一人当たりの決算額

　　平成29年3月末時点における人口は53,994人で、市民一人当たりに換算すると歳入は308,712円、歳出は
　294,623円となります。また、歳入のうち市民の皆さまから納付いただいた市税は一人当たり105,692円で、歳
　出の使途別は以下のとおりとなります。

　　基金残高は一般家計における預金に該当し、市民一人当たりで110,184円となりました。また、地方債残高
　は一般家計における借金に該当し、137,052円となりました。

区分 金額（円）

議 会 費 2,811

総 務 費 23,691

民 生 費 114,139

衛 生 費 47,488

農 林 業 費 2,013

商 工 費 2,678

土 木 費 31,696

消 防 費 12,164

教 育 費 24,716

災 害 復 旧 費 0

公 債 費 22,817

諸 支 出 金 10,410

合 計 294,623

市が継続的に事業を実施していくための基金の積立等に要する経費

支出の内容

市議会の運営に要する経費

市の全般的な管理事務、徴税事務、戸籍住民基本台帳事務等に要する経費

児童手当、保育所運営等の児童福祉、後期高齢者医療給付等の高齢者福祉、障害者総合支
援給付等の障害者福祉など福祉の向上に要する経費

各種がん検診、予防接種等の保健事業、ごみの収集・処理、浄化槽の設置補助などの衛生
事業等に要する経費

農林業の振興や、農道・水路・ため池等の農業用施設の改修等に要する経費

産業振興や観光対策に要する経費

道路、河川、公園、公営住宅、下水道等の公共施設の建設改良に要する経費

防災訓練等の予防啓発、初期消防活動等に要する経費

小中学校教育、生涯教育に要する経費

災害発生時に被災した農業施設、道路施設等の復旧に要する経費

市の借金（地方債）の返済に要する経費

人 口 53,994人 （平成29年3月末時点）

歳 入 308,712円 （歳入のうち市税 105,692円）

歳 出 294,623円
※表示単位未満は四捨五入しています。

預 金 110,184円

借 金 137,052円
※表示単位未満は四捨五入しています。



○目的税等の使途

都市計画税は、都市計画事業・土地区画整理事業に要する費用の一部を負担していただく

ための目的税です。主な使途としては、街路整備事業、下水道事業、公園整備事業などがあ

ります。

平成28年度の都市計画税（316,663千円）は、以下のとおり都市計画事業費等の財源として

活用しました。

都市計画税

316,663千円

都市計画事業資金基金積立金

150,000千円

今後の都市計画事業の財源とし
て活用するため、都市計画事業資
金基金への積立を行いました。

下水道事業特別会計繰出金

50,000千円

公共下水道の建設改良のため、
下水道事業特別会計へ繰出を行い
ました。

都市計画事業関係公債費

116,663千円

過去に行った公園整備等の都市
計画事業のため借入した地方債の
返済に充てました。

社会保障の安定財源の確保を図る税制の抜本的な改革を行うため、平成24年度8月に消費税

法及び地方税法が改正され、平成26年4月1日から、消費税および地方消費税の税率が5％から

8％へ引き上げられました。

この引き上げ分に係る地方消費税交付金については、全て「社会保障施策に要する経費」

に充てることとされています。

平成28年度における地方消費税交付金761,730千円のうち349,064千円が社会保障財源化分

であり、この収入については社会保障施策に要する経費の一般財源3,490,000千円の一部とし

て活用しました。

※百万円未満四捨五入で表示しています。

都市計画税の使途状況

地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途状況

うち社会保障

財源化分
うち一般財源

761,730 349,064 6,882,000 3,490,000

地方消費税
交付金
（千円）

社会保障施策
に要した経費
（千円）



○財政指標の状況

　・財政力指数
　　標準的な行政サービスを提供するためのお金（市税等）を市単独の収入で賄える割合

　・経常収支比率

　・健全化判断比率

　　借金の返済などの義務的な費用に、市税等の経常的なお金が使われる割合で、比率が低いほど財政に
　ゆとり・柔軟性があることを表します。

　　各指標については以下のとおりとなり、実質赤字比率、連結実質赤字比率及び将来負担比率は昨年度
　同様「なし」で、実質公債費比率は、3.3％となりました。

指標 内容 岩出市 早期健全化基準

実質赤字比率 一般会計を中心とした赤字の割合 なし 13.37%

連結実質赤字比率
一般会計のほか、特別会計及び企業会計も
含めた赤字の割合

なし 18.37%

実質公債費比率 年間の借金返済額の割合 3.2% 25.0%

将来負担比率
将来に負担が見込まれる負債（借金など）
の割合

なし 350.0%

※早期健全化基準を上回ると、財政健全化に向けた取組を進めなければなりません。
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